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『高年齢者雇用の実態公表 雇用確保措置はほぼ達成』 
 

 改正高年齢者雇用安定法施行により、高年齢者を６５歳まで雇用する雇用確保措置の実施が進ん

でいる。厚生労働省が公表した平成２７年「高年齢者の雇用状況」によると、高年齢者雇用確保措置を

実施済みの企業は９９．２％で、対前年比１．１％増となった。大企業（従業員３０１人以上）では９９．９％

実施済みで、中小企業（３０～３００人）においても９９．２％で実施済みとなっている。 

 具体的な雇用確保措置は、継続雇用制度の導入が８１．７％で最多、定年の引上げが１５．７％、定年

制の廃止が２．６％となった。希望者全員が６５歳以上まで働ける企業は、大企業で５２．７％、中小企業

で７４．８％、７０歳以上まで働ける企業は大企業で１２．７％、中小企業で２１．０％

となっており、高年齢者雇用については中小企業の取組みが進んでいることが

わかる。平成１７年には１０５万人程度だった６０歳以上の常用労働者数は、約３

倍程度に増加した。労働者側にも働けるだけ働こうという意思が強まっている

ようだ。いかにこの層を活用するかに、企業の継続的な発展の鍵があるかもし

れない。 

 なお、雇用確保措置未実施企業については、都道府県労働局等を通じて強

力な個別指導が行われることになる。 

 

『中国リスク倒産９ヶ月１.５倍 昨年１年間上回る―民間調査』 
  

 今年１月から９月までの間にチャイナリスクが要因となって倒産した企業は５９件で、前年同期（３９

件）に比べ１．５倍に―帝国データバンクがこのほど発表した「チャイナリスク」（中国固有のリスク）関連の

倒産動向調査で上記結果が明らかになった。特にアパレルなどの卸売業が増加している。 

 同調査によると、２０１４年から今年９月までにチャイナリスクが要因で倒産した企業は１１１件となった。

そのうち今年は９月までに５９件にも上っており、１４年の年間件数（５２件）をすでに上回った。１４年から

今年９月までの倒産を要因別に見ると、現地従業員の賃金上昇や為替変動に伴う「コスト増」によるもの

が５９件で、全体の半数を超えている。以下、現地子会社・工場や中国の取引先企業の業績悪化による

「中国取引先の業績悪化」（１９件）、食品偽装、製品の欠陥などの「品質問題」

（１５件）、「反日問題」（９件）、「中国国内への販売減少」（８件）など。業種別では、

「卸売業」が６５件でトップ。そのうち、３５件が繊維・衣服・繊維製品の卸売業と

なった。製造業は３１件で、２業種で９６件を占めた。次いで、「サービス業」（６

件）、「運輸・通信業」（４件）、「小売業」（３件）、「建設業」（１件）などとなっている。 
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